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 仙台空港鉄道株式会社経営健全化方針 

         

１ 作成年月日及び作成担当部署 

  作成 年月日  平成３１年３月２０日 

  作成担当部署  宮城県土木部空港臨空地域課 

 

２ 団体の概要 

  法 人 名  仙台空港鉄道株式会社 

  代 表 者 名  代表取締役社長 菅原 久吉 

  所 在 地  宮城県名取市杜せきのした五丁目３４番地 

  設立年月日  平成１２年４月７日 （開業年月日 平成１９年３月１８日） 

  資 本 金  7,129,000 千円【宮城県の出資額（出資割合）3,769,000 千円（52.9％）】 

  事 業 内 容  鉄道事業法に基づく第一種鉄道事業及びこれに付帯関連する事業 

（仙台空港の機能強化と隣接する仙台空港臨空都市の発展に寄与するため，ＪＲ名

取駅から仙台空港駅までの間の鉄道施設を整備し，仙台空港駅からＪＲ仙台駅ま

での間で直通運転を行う。） 

 

３ 経営状況，財政的なリスクの現状及びこれまでの県の関与 

（１） 経営状況，財政的なリスクの現状 

  仙台空港アクセス鉄道は，平成１９年３月の開業当初において，仙台空港旅客，沿線居住者，

沿線企業従事者の利用を想定し，需要予測を１日１万人としました。 

しかし，沿線の区画整理事業の開発は進められていたものの，街としての成熟に時間を要した

ほか，空港旅客についても世界的な景気後退により，平成１８年度をピークに減少を続けたこと

から，アクセス鉄道の乗降者数は，平成２２年度までの需要予測の７割にも達しない状態となり，

平成２３年度には東日本大震災により半年間運休となったことから赤字経営が続き，累積債務は

年々増加していきました。 

県はこのような状況に対し，減価償却費の圧縮と銀行借入金の整理を目的とした上下分離，県

貸付金金利の見直し等，仙台空港鉄道（株）への財政的な支援を実施し，その結果，財務構造が抜

本的に改善されました。 

また，りんくうタウンの成熟により沿線人口も増加したほか，空港民営化を契機とした空港旅

客の伸びに伴って鉄道利用者が増加し，赤字幅は年々減少しております。 

現在，債務超過の状況にはありますが，空港旅客の伸びに伴う鉄道利用者の増加によって，早

期の単年度黒字化と債務超過解消が見込める段階となっております。 

※平成 29年度決算における状況（累積欠損金：△7,408,754 千円 債務超過額：△279,754 千円） 

  

（２）これまでの県の関与 

○人的派遣の状況 

仙台空港アクセス鉄道の開通は，県総合計画に位置づけられた戦略プロジェクトの主要事業
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であり，県業務と密接な関連を有することから，平成１４～１８年度については創業支援等に

従事するため，鉄道が開業した１９年度以降は団体の組織・業務運営体制の確立や経営改善の

支援等のため，県職員を派遣していましたが，プロパー社員の育成が図られてきたこと及び県

が策定した改革支援プランが終期を迎えることをもって，平成２６年度までで人的派遣は終了

しています。 

 

 

 

   表１：年度毎の派遣人数の推移 

 

○貸付金の状況 

平成１６年度から仙台空港アクセス鉄道整備のための事業資金として，宮城県からの貸付を 

実施しました。 

   ・貸  付  金  額 ： ７，８５９，０００千円 

   ・償 還 済 金 額 ：    ４５０，０００千円 

   ・平成２９年度末残高 ： ７，４０９，０００千円 

 

 

 

 

 

表２：貸付金の償還状況及び計画 

 

○その他の状況 

・平成１８年度から「宮城県公社等外郭団体改革計画」において『特に経営改善の取組が必要な

団体（改善支援団体）』に位置付け，外部有識者による「経営評価委員会」で経営評価を実施し，

必要な助言・指導を実施しました。 

・平成２１年８月に経営安定化対策として，改革支援プランを策定しました。 

・平成２３年３月に厳しい経営環境から早急に経営改善が必要な団体として，県議会の出資団体

等調査特別委員会の調査対象団体として選定され，経営を圧迫する大きな要因となっていた固

定費の負担見直し等について，関係機関との交渉等を早期に行うとともに，仙台空港周辺への

誘客施設の誘致促進等コンテンツの充実について検討するよう提言がありました。 

・平成２２年５月に経営安定化対策として，改革支援プラン行動計画を策定し，平成２３年１０

月に上下分離（県で鉄道に係る土地や橋脚・道床・駅舎・ホーム等の下部構造を８４．６億円で

買取）を実施しました。 

・平成２７年度から経営安定化対策として，県貸付金金利の引下げ（年１％→年０．１％，年間

７千万円の負担軽減）と償還期間の見直し（２０年据置，１０年返済〔～２０３５年度〕→ 

１０年据置，３５年返済〔～２０４９年度〕）を実施しました。 
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・平成２８年度から鉄道関係機関（仙台空港鉄道会社(株)，仙台国際空港(株)，ＪＲ東日本仙台

支社と「仙台空港アクセス鉄道の利便性向上等に関する意見交換会」を定期的に開催し，車両

の増備に関する議論を深めるとともに，３往復の増発（始発及び最終列車の増発及びデータイ

ムの快速増発）や時隔改善（運行間隔最大３６分 → 最大２９分）を含むダイヤ改正が実施さ

れるなど，利便性向上につながる取組を支援しました。 

（開催状況 Ｈ２８：４回，Ｈ２９：２回，Ｈ３０：１回） 

・平成３０年５月に鉄道会社が策定した「仙台空港鉄道株式会社中期経営計画」の策定過程にお

いて，鉄道会社と基本的方向性を整理し，収支シミュレーションの手法など必要な助言を行い

ました。 

 

４ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討 

（１）事業そのものの意義（行政目的との一致度） 

仙台空港アクセス鉄道は，東北地方の拠点空港である仙台空港と仙台市中心部を結ぶ，定時

性，高速性，大量輸送性，広域集客性に優れた，人にも環境にも優しい最適な交通手段であり，

本県のみならず東北全体の経済発展を支える重要な社会資本となっています。そのため，将来的

にも安全かつ安定的な運行の維持・継続が求められています。 

 

（２）採算性 

 東日本大震災後，鉄道施設の上下分離施策や乗降者数，運輸収入の増加により財務状況は改善

してきています。平成２９年度においては，乗降者数が開業以来最高となるなど営業収益は増加

しているところですが，いまだに減価償却費が大きいことと，車両の保全検査（法定１２０万ｋ

ｍ）の実施に多額の費用を要したことから当期純損失を計上しました。 

 今後，平成３０年度以降も乗降者数の増加により運輸収入は増加する見通しである一方，減価

償却費は減少していきます。 

乗降者数が年間３８７万人，一日平均１０，６００人に達する２０２０年度には，単年度黒字

となる見込みであり，２０２５年度には債務超過の解消も見込まれます。 

 

（３）今後の対応 

引き続き，経営努力を行いつつ，仙台空港鉄道株式会社において事業を継続するため，下記の

とおり経営健全化のための対応を実施します。 

 

５ 抜本的改革を含む経営健全化のための具体的な対応 

（１） 経営健全化のための対応 

 仙台空港鉄道(株)はこれまで実施した上下分離，県貸付金金利見直し，空港民営化を契機とし

た空港旅客の伸びによる乗降者数の増加などによって，赤字幅が減少しているものの，平成２８

年度決算からは債務超過となっています。 

 そのため，仙台空港鉄道(株)においては，これからの１０年に向け経営基盤をしっかりとした

ものとし，様々な変化に対応し得る会社づくりを進めていくため，平成３０年５月に新たな中期
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経営計画を策定し，本計画において，２０２０年度の単年度黒字化と２０２５年度の債務超過解

消を目標としたところです。 

   現在，乗降者数の半数は空港旅客であり，空港旅客の増加が鉄道会社の収益改善に大きな影響

をもたらすことから，県としては，更なる空港旅客の増加に向けて，仙台国際空港(株)や地元経

済界等と連携したエアライン誘致や仙台空港の利用促進に向けたプロモーションに取り組んでい

るほか，仙台空港の運用時間延長など空港の機能強化を図るための取組を行っています。 

   また，県，仙台空港鉄道(株)，ＪＲ東日本仙台支社，仙台国際空港(株)の四者による「仙台空

港アクセス鉄道の利便性向上等に関する意見交換会」を定期的に開催し，適切なダイヤ設定や増

車による輸送力増強の検討など，鉄道利用者の利便性向上に向けた取組を行っており，今後も継

続していきます。 

   これら県及び関係機関と連携した取組により，鉄道利用者を増加させ収益の改善につなげるほ

か，鉄道会社における広告事業など運輸外収入の確保に必要な助言及び支援を行っていくととも

に，今後発生する車両検査，施設設備の修繕や更新などの費用支出に支障をきたすことがないよ

う必要な助言及び指導を適切に行い，仙台空港鉄道（株）における経営安定化の早期実現を図り

ます。 

そして，長期的には景気後退等の外的要因や車両の設備更新等に耐え得る経営基盤の確立を目

指してまいります。 

    

 （２）今後５年間で財政的リスクを解消できない理由 

   県がこれまでに実施した上下分離及び県貸付金金利の見直しによって，仙台空港鉄道株式会社

の経営構造の改善が図られ，さらに仙台空港の民営化を契機とした空港旅客の増加により，仙台

空港鉄道株式会社の赤字幅は縮小傾向にありますが，いまだ収入が損益分岐点に達していないこ

とから，単年度黒字化に至っていません。平成３０年度に策定した中期経営計画においても，黒

字に転じるのは２年後の２０２０年度であり，債務超過は平成２９年度決算時で約２．８億円と

多額であることから，その解消には７年間を要します。 

  

 （３）財政的なリスクを解消させるまでのスケジュール 

○２０１８年５月   仙台空港鉄道株式会社中期計画策定【２０１８～２０２７年度】 

○２０１９年３月   仙台空港鉄道株式会社経営健全化方針策定          

○２０２１年３月末  単年度黒字化（２０２０年度決算） 

    ○２０２３年度     仙台空港鉄道株式会社中期計画の見直し（５年毎） 

○２０２６年３月末  債務超過解消（２０２５年度決算） 

 

（４）今後５年間の改善方針 

   仙台空港鉄道株式会社においては，下記のとおり利用者の拡大と経営改善に取り組むことで， 

２０２０年度単年度黒字を実現し，債務超過額の圧縮を図るものです。そのため，県としてはそ 

の取組に向けた助言・指導を行います。                                               

・利用者の拡大の推進 
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（多客期間やイベント等による利用者の増加に対応した列車運行の実施，鉄道を利用するイベ

ント・商品開発との連携，鉄道を利用した修学旅行拡大に向けた周知，企画乗車券の検討）  

・インバウンド等への取組 

（仙台空港からの効果的な案内表示の検討，運転状況や観光などの情報掲示の検討，仙台空港

駅以外の駅への Wi-Fi 導入の検討，社員の外国人対応能力の向上） 

・パーク＆ライド事業の推進 

（名取市以外への周知や誘因策の検討） 

・広告収入の拡大 

（広告掲出事業者の拡大，ロケーション事業やデジタルサイネージ等の活用の検討） 

・鉄道グッズ販売等の推進 

（仙台空港アクセス線キャラクター「杜みなせ」など関連グッズの継続的な商品開発，メーカー

主催の企画イベントへの参加，受託販売の実施） 

  ・駅構内及び未活用地の利用の推進 

（未活用地活用の継続的な検討）  

・効率的な業務改善の推進 

（出向社員からプロパー社員を中心とした体制の推進，常勤役員報酬削減の継続実施，更新設

備・機器の費用対効果を踏まえた計画的な更新，委託に係る仕様や委託先の見直し検討）  
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６ 過去３年間の財務状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表３：過去３年間の財務状況（仙台空港鉄道(株)財務書類より抜粋） 
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７ 中期経営計画による目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４：中期経営計画収支目標（仙台空港鉄道(株)中期経営計画より抜粋） 
 
※端数処理（切捨）のため，計算は一致しない場合があります。 


